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 最近、マスコミで「デジタル トランスフォーメーション」という言葉を頻繁に聞くよう

になった。しかし、意外なことに出版界では、その割には、「デジタルトランスフォーメー

ション」そのものをタイトルとする著書は少ない。例えば、Amazon で検索しても、入門書

的なものを除くと、翻訳書は皆無で、和書も「デジタルトランスフォーメーション」(2016)

と「未来 IT 図解 これからの DX デジタルトランスフォーメーション(2020)の 2 冊ぐらい

である。 

 ただし、「DX 推進から基幹系システム再生まで デジタルアーキテチャ－設計・構築ガイ

ド」(2020)、「DX のためのビジネスモデル設計方法」(2020)とか、「いまこそ知りたい DX

戦略 自社のコアを再定義し、デジタル化する」(2021)というような著書は 10 数冊程度発刊

されている。 

 そもそも、「デジタルトランスフォーメーション」はどのように理解されているのであろ

うか。まず、2018 年後半に、総務省が「平成 30 年版情報通信白書」(2018)1の中で「デジ

タルトランスフォーメーション」を取り上げ、続いて経済産業省は「デジタルトランスフォ

ーメーション(DX)」についてのレポート(2018)2を発表した。また、情報処理推進機構から

も、「デジタルトランスフォーメーションに必要な技術と人材」が発表された（片岡晃

(2018)3）。 

また、経済産業省の「DX 推進ガイドライン」(2018)4では、「企業がビジネス環境の激し

い変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサ

ービスを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立すること」としている。一般的かつ広義に捉えているようである。 

 恐らく、2018 年当時としては、何の疑念もなく世の中に受け入れられていたのではなか

ろうか。そして、今でも同様に受け入れられているのではなかろうか。しかし、最近になっ

て、何故こんなに騒がしく DX が人口に膾炙するようになっているかについては言及され

ていない。 

 しかし、このようなことが起こることは予告されていた。それは、Pruitt & Barrett (1991)5

によるもので、図１に示す仮想作業空間の出現を予告するとともに、「通勤あるいは買い物

による交通量のパターンに依存した産業はすべて、その存立の道が厳しく脅かされること

になるだろう」と述べている。あたかも、今現在のコロナ禍の社会への衝撃を見て書いてい

るかのようである。 

ただし、この著者らは何時どのようにして出現するかについてまでは述べていない。無理
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からぬことと言えよう。何故なら、これ

はコロナ禍という「生態系」から突如齎

されたもので、我々の所属する「社会シ

ステム」から発出されたものではないか

らである（表 1（Ulrich & Probst (1991)6）

参照）。 

しかし、当時は技術システムを包括す

る社会システムにのみ注目しており、生

態系の存在に違和感は持たなかったが、

具体的な関わり合いには無関心であった。 

そして、著名なビジネスモデル・ジェ

ネレーション（Osterwalder & Pigneur 

(2010)7）の発刊もあって、ビジネスモデ

ルに関心を持つようになり、図 2 に示す  

図 1 各種仮想作業空間の相関図       「ビジネスモデル体系」（筆者(2018)8）      

表 1 システムの体系的分類            を発表した。                    

 さて、コロナ

禍はビジネスモ

デルにどのよう

な影響を与えて

いるのであろう

か。当該「ビジネ

スモデル体系」

と仮想作業空間

に基づいて検討

してみると； 

 まず、気づく

のは、個人が関係するものとしては、「在宅勤務」あるいは「リモートワーク」、すなわち B2P

であり、「通信販売」B2C である。そして、もう一つ、「飲食店」などの営業についての制限

である。まさに、一時的な緊急処置ではあるか゛G2B2C の事例と言えよう。 

 これらは、コロナ禍が終息したとしても、「コロナ禍以前の状態」に戻ることは無く、ま

たコロナ禍中の臨時状態がそのまま続くことも無く、「ポスト・コロナ禍」と言われるよう

な新たな状態が恒常化していくのではなかろうか。 

 それから、これはコロナ禍に直接関連することではないが、「DX 推進ガイドライン」が

象徴的に示しているように、業界も含めて、個々の企業を対象に議論することが多い。現実

は企業間連携すなわちサプライチェーンのデジタル化も拡大している。 
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例えば、ファーストリ

テイリング（ユニクロ）

と東レの企業間連携など

が象徴する B2B がある。

しかも、その連携はさら

に 消 費 者 に も 及 ぶ

B2B2C あるいは B2B2P

にも発展している。この

ように、ビジネスモデル

の進化あるいは深化は、

「ビジネスモデル体系」

に網羅されている他のビ 

図 2 ビジネスモデル体系          ジネスモデルにも及び、

次々に実現されていくのではなかろうか。 

 ところで、デジタルトランスフォーメーションは、現実に実現されているのであろうか。

ビジネスモデルを公表しているファーストリテイリングを取り上げてみよう。まず、その新

旧 2 つのビジネスモデルを図 3 と図 4 に示す（筆者(2019)9）。 

 

図 3 ユニクロビジネスモデル(2015) 

 この 2 つの図を見ると、ビジネスモデルを構成する部場所、すなわちシステムの構成要素

は殆ど変わっていないが、構成要素間の情報の流れ方が根本的に変わっていることが分か

る。すなわち旧モデルは、カスタマーセンターから、顧客意見が関連部場所にフィードバッ

クされるとはいえ、サプライチェーンを順に逆行する情報の流れになっている。 

 これに対し、新モデルでは顧客意見を取り込んだうえで、関連部場所向けに、恐らく何ら

かの処理をした上で、同時に発信している。しかも、顧客はネットで発注し、店舗で注文品 
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図 4 ユニクロビジネスモデル(2018) 

を受け取れるようにしたという。これは、まさに B2B2C からの B2B2C/P への転換とも考

えられるもので、大いに顧客の利便性を高めたものと言えよう。 

 これらのビジネスモデルの構築は、企業業績にどのような影響を与えたのか、情報システ

ム構築以前から現在までのユニクロの財務業績の推移を図 5 に示す（筆者(2019)、前出）。 

図 5 ユニクロ投資利益率の推移 
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 ここで、経費＝広告宣伝費＋人件費（有価証券報告書提出会社）、設備＝工具、器具及び

備品である。 

 この図 5 から分かることは、2000～2003 年の間は、総合利率（＝総合利益率、以下同様）

と経費利率は重なっているが、2011 年以降は情報利率（＝ソフトウェア投資利益率）と総

合利率が重なっている。さらに、2016 年以降は情報利率が総合利率を凌駕している。 

 これは、明らかに、当該企業の場合は、2011 年をもってデジタルトランスフォーメーシ

ョンが完了したと言えるのではなかろうか。そして、その後 2015 年と 2018 年の 2 度にわ

たって、ビジネスモデルと情報システムを共に、さらに改善したといえるのではなかろうか。 

 なお、その間、2006 年に「東レ」と、2015 年「アクセンチュア」と「戦略的パートナー

シップ」を構築している。このような企業連携も含むデジタル化の拡大・深化も「デジタル

トランスフォーメーション」と考えるべきではなかろうか。 

 一方、製造業はどうなっているのであろうか。最近、我が国の製造業の稼ぐ力（需要拡大

やコスト削減）が急拡大していると報じられている（日経新聞(2021)10）。果たして、デジタ

ルトランスフォーメーションがどの程度寄与しているのであろうか。 
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